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1. 目的 

近年，地盤工学分野においても，降雨を誘因とした斜面災害の潜在的危険性の定量的評価や対策投資を行う

ための指標として，リスク指標の導入に関する研究が盛んに行われている．個別斜面のリスクを照査する研究

は，複数の研究グループで成果を挙げつつあるが，今後はこの手法を拡張し，災害リスクを広域的に把握する

手法を展開する必要がある．そこで，本文では，広域的に斜面災害リスクを評価し，崩壊危険箇所および崩壊

対策必要箇所を特定することを目的とする．地理情報システム(GIS)を用いて，降雨に起因した斜面崩壊の確

率分析，全資産項目を対象とした資産分析を実施することで，広域的な斜面災害リスクの評価を行った．  

2. 内容 

2.1 基本となるリスク評価モデル 1) 

 本研究では，リスク(経済損失期待値)を豪雨に起因する被害

形態 i の発生確率 Pi，i に伴う経済損失の大きさ Ci とし

R=Σ Pi×Ciと定義し，図-1 のフローに沿ってリスク評価を行っ

た．GIS を用いて，対象地域を 1km・100m でメッシュ化し，

メッシュごとに斜面崩壊確率，資産の被害額を算出した後，

両者を合積して，リスクマップを作成した．以下に，モデル

地域として，1km メッシュは福岡県全域，100ｍメッシュは北

九州市門司区を対象に，解析を行った結果を述べる． 

2.2 降雨を誘因とした斜面崩壊に関する確率分析 

本研究における斜面安定解析は，表層崩壊を仮定し，式(1)

に示す無限斜面の安全率を用い，斜面安定解析を実施した． 
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ここで，c：粘着力，φ：内部摩擦角，θ ：メッシュ平均勾

配，γ ：単位体積重量， 'γ ：水中単位体積重量， satγ ：飽和単

位体積重量，H：崩壊深，Hw：地下水位深さ，m：浸水割合(=Hw/H)

である．式(1)において，表-1 に示す分布形状と変動係数を与

える50000回のモンテカルロシミュレーションを行うことで，

崩壊確率を算出した．各地質の c・φの平均・標準偏差は，N

値統計データを式(2),(3)の c・φ推定式によって求めた．N 値,

γ,H の統計データ 2)とｃ,φ推定値を表-2 に示す．浸水割合 m

は，AMeDAS 観測所での日降水量データと式(4)～(9)に示す浸

透方程式を用いて，各メッシュで浸透解析 3)を行った．作成

した再現期間 10 年のハザードマップを図-2,3 に示す． 

 

 

 

 

図-1 リスク評価モデル 

表-1 モンテカルロシミュレーション条件 
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係数 分布形状 変動係数
c
φ

γ

H

θ

m 一定値 各メッシュで浸透解析を実施

10度きざみで，実際値に近い分布形状と変動係数を与える

各地質でＮ値統計データから算出対数正規分布

正規分布 既往のγ,H統計データから算出

データ数 平均 標準偏差 データ数
平均

(kN/m2)
標準偏差

平均

(kN/m2)
標準偏差 平均(°) 標準偏差 平均(cm) 標準偏差

礫質土 1200 5.14 10.19 37 18.23 0.20 30.84 61.14 25.14 8.01
砂質土 2190 8.66 12.88 429 17.25 0.20 51.96 77.28 28.16 8.1
粘性土 1929 7.45 12.61 18 17.44 0.25 44.7 75.66 27.21 7.73
シルト 355 7.4 10.71 238 15.68 0.19 44.4 64.26 27.17 7.22

勾配分類

H統計データ

θ＜４０° 191 62.66

θ＞４０° 115 75.36

γ統計データ

地質分類

ｃ予測値 φ予測値Ｎ値統計データ

表-2 N 値,γ,H の統計データと c,φ予測値 
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2.3 資産分析 1) 

分析の対象とした資産項目と評価方法を表-5 に示

す．評価単価は，治水経済調査マニュアル(案)(建設

省(当時)河川局，2000)を参考に個別に設定した．作

成した資産マップを図-3 に示す． 

2.4 リスク計算－リスクマップの作成－ 

 図-2 のハザードマップと図-3 の資産分布図の値を

合積し，被害率 K を乗じることで，斜面災害による

損失期待値分布図として，リスクマップが得られる．被害額

は資産に比率(被害率：K=被害額/資産額)するものと仮定し，

本研究では，過去の災害被害実績から，一律に 0.0036 とした．

再現期間 10 年の福岡県のリスクマップを図-4 に，北九州市門

司区のリスクマップと過去の斜面災害発生箇所を図-5 に示す．

門司区での 100m メッシュのリスクマップは過去の災害被害

を概ね再現できていると言える． 

3． 結論 

表層地質分類に応じた降雨に起因する斜面崩壊の確率計算

と全資産項目を被害対象とした資産額の算出を行うことで，

リスクマップを作成した．本研究で提示したリスクマップは，

降雨による斜面災害リスクを，1km・100m メッシュで定量的

に評価することができる．100m メッシュで過去の災害被害を

概ね再現できたことから，本解析モデルは，広域的な斜面災

害リスクの評価に相応しいモデルであると言える． 
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図-3 福岡県資産分布図と門司区資産分布図 
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図-2 再現期間 10 年の福岡県,門司区ハザードマップ 

表-5 対象資産項目 
資産項目 評価方法

公共土木資産

1.道路施設 (道路延長)×(１ｍ当たりの標準単価)
2.鉄道施設 (鉄道延長)×(１ｍ当たりの標準単価)
3.公共事業施設 (施設数)×(床面積)×(単位面積当たりの標準単価)

一般資産
1.家屋 （家屋の延べ面積）×（評価単価）
2.家庭用品 （世帯数）×（家庭用品評価単価）
3.農漁家償却資産 （農漁家世帯数）×（償却評価単価）
4.農漁家在庫資産 （農漁家世帯数）×（在庫評価単価）
5.事業所償却資産 (労働者)×（産業分類別償却資産評価額）
6.事業所在庫資産 (労働者)×（産業分類別償却資産評価額）
7.農作物 (耕作面積)×（年平均収量）×（農作物価格）
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図-4 再現期間 10 年の福岡県リスクマップ
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図-4 再現期間 10 年の門司区リスクマップ 
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